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(
 
1 
) 

 

総
務
部
危
機
管
理
室

 

吹
田
市
積
立
基
金
条
例
現
行
・
改
正
案
対
照
表

 

 
 

 
 
は
改
正
箇
所

 

現
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
行

 
改

 
 

 
 

 
正

 
 

 
 

 
案

 

 

（
設
置
）

 

第
１
条

 
地
方
自
治
法
（
昭
和
２
２
年
法
律
第
６
７
号
）
第
２
４
１
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
、
次

の
各
号
に
掲
げ
る
基
金
を
、
当
該
各
号
に
定
め
る
目
的
の
た
め
に
設
置
す
る
。

 

⑴
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

⒂
 

 

⒃
 
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
等
感
染
症
対
策
基
金

 
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
等
の
感
染
症
対
策
に

係
る
資
金
積
立
て

 

⒄
 
市
営
住
宅
整
備
基
金

 
市
営
住
宅
の
整
備
資
金
積
立
て

 

 

（
運
用
益
金
の
処
理
）

 

第
４
条

 
基
金
（
緑
化
推
進
基
金
、
地
域
福
祉
基
金
、
こ
ど
も
笑
顔
輝
き
基
金
、
み
ん
な
で
支
え
る

ま
ち
づ
く
り
基
金
、
ダ
ブ
ル
リ
ボ
ン
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
基
金
、
ス
ポ
ー
ツ
推
進
基
金
、
環
境
ま
ち
づ

く
り
基
金
及
び
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
等
感
染
症
対
策
基
金
を
除
く
。
）
の
運
用
か
ら
生
ず
る
収

益
は
、
一
般
会
計
歳
入
歳
出
予
算
に
計
上
し
、
当
該
収
益
の
生
じ
た
基
金
に
編
入
す
る
も
の
と
す

る
。

 

２
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

８
 

９
 
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
等
感
染
症
対
策
基
金
の
運
用
か
ら
生
ず
る
収
益
は
、
一
般
会
計
歳
入
歳

出
予
算
に
計
上
し
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
等
の
感
染
症
対
策
に
必
要
な
財
源
に
充
て
、
又
は
当

該
基
金
に
編
入
す
る
も
の
と
す
る
。

 

 

 

（
設
置
）

 

第
１
条

 
地
方
自
治
法
（
昭
和
２
２
年
法
律
第
６
７
号
）
第
２
４
１
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
、
次

の
各
号
に
掲
げ
る
基
金
を
、
当
該
各
号
に
定
め
る
目
的
の
た
め
に
設
置
す
る
。

 

⑴
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

⒂
 

 

⒃
 
市
営
住
宅
整
備
基
金

 
市
営
住
宅
の
整
備
資
金
積
立
て

 

   

（
運
用
益
金
の
処
理
）

 

第
４
条

 
基
金
（
緑
化
推
進
基
金
、
地
域
福
祉
基
金
、
こ
ど
も
笑
顔
輝
き
基
金
、
み
ん
な
で
支
え
る

ま
ち
づ
く
り
基
金
、
ダ
ブ
ル
リ
ボ
ン
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
基
金
、
ス
ポ
ー
ツ
推
進
基
金
及
び
環
境
ま
ち

づ
く
り
基
金
を
除
く
。
）
の
運
用
か
ら
生
ず
る
収
益
は
、
一
般
会
計
歳
入
歳
出
予
算
に
計
上
し
、

当
該
収
益
の
生
じ
た
基
金
に
編
入
す
る
も
の
と
す
る
。

 

２
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

８
 

 

 

議
案
第
６
６
号
参
考
資
料

 

～ 

～ 

～ 

～ 
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 議案第66号参考資料 

総務部危機管理室 

 

吹田市積立基金条例の一部改正について 

 

１ 改正の理由 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により大きな影響を受けている市民生活、医

療・福祉現場活動、学習活動等に対する経済的な支援等の取組のための資金を積立て

ることを目的に「新型コロナウイルス等感染症対策基金」を創設しました。 

令和２年（2020年）６月１日から当該基金への寄附の受付を開始しましたが、新

型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置付けが２類相当から５類へ移行し、引き

続き寄附を受け付ける状況でなくなったことから、令和５年５月31日付けで寄附の

受付を終了しました。（令和５年（2023年）４月28日付けで議員各位に通知） 

それに伴い、当該基金を廃止するものです。 

 

２ 改正の内容 

新型コロナウイルス等感染症対策基金に係る規定を削除し、あわせて、その他の所

要の規定整備を行います。 

 

３ 施行期日 

現時点で充当が完了していない寄附（約３千万円）について、当該基金の目的を踏

まえた上で、今年度中に活用を検討するため、施行期日は、令和６年（2024 年）４

月１日とします。 
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(
 
1 
) 

 

児
童
部
こ
ど
も
発
達
支
援
セ
ン
タ
ー
・
子
育
て
政
策
室
・
保
育
幼
稚
園
室

 

第
１
条
関
係

 

吹
田
市
立
こ
ど
も
発
達
支
援
セ
ン
タ
ー
条
例
現
行
・
改
正
案
対
照
表

 

 
 

 
 
は
改
正
箇
所

 

現
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
行

 
改

 
 

 
 

 
正

 
 

 
 

 
案

 

 

（
使
用
料
等
）

 

第
７
条

 
 

 
 

 
 

 
 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

２
 
前
条
第
１
項
第
２
号
に
定
め
る
者
が
地
域
支
援
セ
ン
タ
ー
の
施
設
を
使
用
す
る
場
合
は
、
法
第

２
４
条
の
２
６
第
２
項
の
規
定
に
よ
り
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
よ
り
算
定
し
た
費
用
の

額
に
相
当
す
る
額
の
範
囲
内
の
使
用
料
を
納
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

３
 
前
条
第
１
項
第
３
号
に
定
め
る
者
が
地
域
支
援
セ
ン
タ
ー
の
施
設
を
使
用
す
る
場
合
は
、
障
害

者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
第
５
１
条
の
１
７
第
２
項
の

規
定
に
よ
り
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
よ
り
算
定
し
た
費
用
の
額
に
相
当
す
る
額
の
範
囲

内
の
使
用
料
を
納
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

４
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

５
 
前
条
第
２
項
に
規
定
す
る
者
は
、
事
業
の
利
用
に
係
る
費
用
と
し
て
、
法
第
２
１
条
の
５
の
３

第
２
項
第
１
号
の
規
定
に
よ
り
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
よ
り
算
定
し
た
費
用
の
額
（
保

育
所
等
訪
問
支
援
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
に
相
当
す
る
額
の
範
囲
内
の
額
を
負
担
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

 

 

（
使
用
料
等
）

 

第
１
２
条

 
杉
の
子
学
園
に
入
園
す
る
児
童
の
保
護
者
は
、
法
第
２
１
条
の
５
の
３
第
２
項
第
１
号

の
規
定
に
よ
り
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
よ
り
算
定
し
た
費
用
の
額
（
児
童
発
達
支
援
に

係
る
も
の
に
限
る
。
）
に
相
当
す
る
額
の
範
囲
内
の
使
用
料
を
納
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

２
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

 

（
使
用
料
等
）

 

 

 

（
使
用
料
等
）

 

第
７
条

 
 

 
 

 
 

 
 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

２
 
前
条
第
１
項
第
２
号
に
定
め
る
者
が
地
域
支
援
セ
ン
タ
ー
の
施
設
を
使
用
す
る
場
合
は
、
法
第

２
４
条
の
２
６
第
２
項
の
規
定
に
よ
り
内
閣
総
理
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
よ
り
算
定
し
た
費
用
の

額
に
相
当
す
る
額
の
範
囲
内
の
使
用
料
を
納
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

３
 
前
条
第
１
項
第
３
号
に
定
め
る
者
が
地
域
支
援
セ
ン
タ
ー
の
施
設
を
使
用
す
る
場
合
は
、
障
害

者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
第
５
１
条
の
１
７
第
２
項
の

規
定
に
よ
り
主
務
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
よ
り
算
定
し
た
費
用
の
額
に
相
当
す
る
額
の
範
囲
内
の

使
用
料
を
納
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

４
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

５
 
前
条
第
２
項
に
規
定
す
る
者
は
、
事
業
の
利
用
に
係
る
費
用
と
し
て
、
法
第
２
１
条
の
５
の
３

第
２
項
第
１
号
の
規
定
に
よ
り
内
閣
総
理
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
よ
り
算
定
し
た
費
用
の
額
（
保

育
所
等
訪
問
支
援
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
に
相
当
す
る
額
の
範
囲
内
の
額
を
負
担
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

 

 

（
使
用
料
等
）

 

第
１
２
条

 
杉
の
子
学
園
に
入
園
す
る
児
童
の
保
護
者
は
、
法
第
２
１
条
の
５
の
３
第
２
項
第
１
号

の
規
定
に
よ
り
内
閣
総
理
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
よ
り
算
定
し
た
費
用
の
額
（
児
童
発
達
支
援
に

係
る
も
の
に
限
る
。
）
に
相
当
す
る
額
の
範
囲
内
の
使
用
料
を
納
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

２
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

 

（
使
用
料
等
）

 

  

議
案
第
６
７
号
参
考
資
料
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(
 
2 
) 

 
 

 
 
は
改
正
箇
所

 

現
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
行

 
改

 
 

 
 

 
正

 
 

 
 

 
案

 

 第
１
６
条

 
わ
か
た
け
園
に
入
園
す
る
児
童
の
保
護
者
は
、
法
第
２
１
条
の
５
の
３
第
２
項
第
１
号

の
規
定
に
よ
り
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
よ
り
算
定
し
た
費
用
の
額
（
医
療
型
児
童
発
達

支
援
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
及
び
法
第
２
１
条
の
５
の
２
９
第
２
項
の
規
定
に
よ
り
健
康
保
険

の
療
養
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
方
法
の
例
に
よ
り
算
定
し
た
額
の
合
計
額
に
相
当
す
る
額
の

範
囲
内
の
使
用
料
を
納
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
は
、
第
１
２
条
第
２
項

の
規
定
を
準
用
す
る
。

 

 第
１
６
条

 
わ
か
た
け
園
に
入
園
す
る
児
童
の
保
護
者
は
、
法
第
２
１
条
の
５
の
３
第
２
項
第
１
号

の
規
定
に
よ
り
内
閣
総
理
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
よ
り
算
定
し
た
費
用
の
額
（
医
療
型
児
童
発
達

支
援
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
及
び
法
第
２
１
条
の
５
の
２
９
第
２
項
の
規
定
に
よ
り
健
康
保
険

の
療
養
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
方
法
の
例
に
よ
り
算
定
し
た
額
の
合
計
額
に
相
当
す
る
額
の

範
囲
内
の
使
用
料
を
納
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
は
、
第
１
２
条
第
２
項

の
規
定
を
準
用
す
る
。
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(
 
3 
) 

第
２
条
関
係

 

吹
田
市
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
審
議
会
条
例
現
行
・
改
正
案
対
照
表

 

 
 

 
 
は
改
正
箇
所

 

現
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
行

 
改

 
 

 
 

 
正

 
 

 
 

 
案

 

 

（
設
置
）

 

第
１
条

 
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
（
平
成
２
４
年
法
律
第
６
５
号
）
第
７
７
条
第
１
項
の
規
定
に

基
づ
き
、
本
市
に
、
市
長
の
附
属
機
関
と
し
て
、
吹
田
市
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
審
議
会
（
以
下

「
審
議
会
」
と
い
う
。
）
を
置
く
。

 

 

（
設
置
）

 

第
１
条

 
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
（
平
成
２
４
年
法
律
第
６
５
号
）
第
７
２
条
第
１
項
の
規
定
に

基
づ
き
、
本
市
に
、
市
長
の
附
属
機
関
と
し
て
、
吹
田
市
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
審
議
会
（
以
下

「
審
議
会
」
と
い
う
。
）
を
置
く
。
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(
 
4 
) 

第
３
条
関
係

 

吹
田
市
就
学
前
の
子
ど
も
に
関
す
る
教
育
、
保
育
等
の
総
合
的
な
提
供
の
推
進
に
関
す
る
法
律
施
行
条
例
現
行
・
改
正
案
対
照
表

 

 
 

 
 
は
改
正
箇
所

 

現
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
行

 
改

 
 

 
 

 
正

 
 

 
 

 
案

 

 

（
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
以
外
の
認
定
こ
ど
も
園
の
認
定
の
要
件
）

 

第
３
条

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

1
7
 

1
8
 
認
定
こ
ど
も
園
は
、
法
第
１
０
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
主
務
大
臣
が
定
め
る
幼
保
連
携
型
認

定
こ
ど
も
園
の
教
育
課
程
そ
の
他
の
教
育
及
び
保
育
の
内
容
に
関
す
る
事
項
を
踏
ま
え
る
と
と
も

に
、
学
校
教
育
法
（
昭
和
２
２
年
法
律
第
２
６
号
）
第
２
５
条
の
規
定
に
よ
り
文
部
科
学
大
臣
が

定
め
る
幼
稚
園
の
教
育
課
程
そ
の
他
の
保
育
内
容
に
関
す
る
事
項
及
び
児
童
福
祉
施
設
基
準
第

３
５
条
の
規
定
に
よ
り
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
保
育
の
内
容
に
関
す
る
指
針
に
基
づ
き
、
幼
稚

園
に
お
け
る
教
育
課
程
及
び
保
育
所
に
お
け
る
保
育
計
画
の
双
方
の
性
格
を
併
せ
持
つ
認
定
こ
ど

も
園
に
お
け
る
教
育
及
び
保
育
の
内
容
に
関
す
る
全
体
的
な
計
画
を
作
成
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
１
日
の
生
活
の
連
続
性
及
び
リ
ズ
ム
並
び
に
集
団
生
活
の
経
験
年
数

が
子
ど
も
に
よ
っ
て
異
な
る
こ
と
等
の
認
定
こ
ど
も
園
に
特
有
の
事
情
を
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

 

1
9
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

2
2
 

    

 

（
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
以
外
の
認
定
こ
ど
も
園
の
認
定
の
要
件
）

 

第
３
条

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

1
7
 

1
8
 
認
定
こ
ど
も
園
は
、
法
第
１
０
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
主
務
大
臣
が
定
め
る
幼
保
連
携
型
認

定
こ
ど
も
園
の
教
育
課
程
そ
の
他
の
教
育
及
び
保
育
の
内
容
に
関
す
る
事
項
を
踏
ま
え
る
と
と
も

に
、
学
校
教
育
法
（
昭
和
２
２
年
法
律
第
２
６
号
）
第
２
５
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
文
部
科
学

大
臣
が
定
め
る
幼
稚
園
の
教
育
課
程
そ
の
他
の
保
育
内
容
に
関
す
る
事
項
及
び
児
童
福
祉
施
設
基

準
第
３
５
条
の
規
定
に
よ
り
内
閣
総
理
大
臣
が
定
め
る
保
育
の
内
容
に
関
す
る
指
針
に
基
づ
き
、

幼
稚
園
に
お
け
る
教
育
課
程
及
び
保
育
所
に
お
け
る
保
育
計
画
の
双
方
の
性
格
を
併
せ
持
つ
認
定

こ
ど
も
園
に
お
け
る
教
育
及
び
保
育
の
内
容
に
関
す
る
全
体
的
な
計
画
を
作
成
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
１
日
の
生
活
の
連
続
性
及
び
リ
ズ
ム
並
び
に
集
団
生
活
の
経
験
年

数
が
子
ど
も
に
よ
っ
て
異
な
る
こ
と
等
の
認
定
こ
ど
も
園
に
特
有
の
事
情
を
考
慮
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

 

1
9
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

2
2
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(
 
1 
) 

 

消
防
本
部
総
務
予
防
室

 

吹
田
市
火
災
予
防
条
例
現
行
・
改
正
案
対
照
表

 

 
 

 
 
は
改
正
箇
所

 

現
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
行

 
改

 
 

 
 

 
正

 
 

 
 

 
案

 

 

（
急
速
充
電
設
備
）

 

第
１
１
条
の
２

 
急
速
充
電
設
備
（
電
気
を
設
備
内
部
で
変
圧
し
て
、
電
気
自
動
車
等
（
電
気
を
動

力
源
と
す
る
自
動
車
等
（
道
路
交
通
法
（
昭
和
３
５
年
法
律
第
１
０
５
号
）
第
２
条
第
１
項
第
９

号
に
規
定
す
る
自
動
車
及
び
同
項
第
１
０
号
に
規
定
す
る
原
動
機
付
自
転
車
を
い
う
。
）
を
い

う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
充
電
す
る
設
備
（
全
出
力

2
0
キ
ロ
ワ
ッ
ト
以
下
の
も
の

及
び
全
出
力

2
0
0
キ
ロ
ワ
ッ
ト
を
超
え
る
も
の
を
除
く
。
）
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
位
置
、

構
造
及
び
管
理
は
、
次
に
掲
げ
る
基
準
に
よ
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

⑴
 
屋
外
に
設
け
る
も
の
（
全
出
力

5
0
キ
ロ
ワ
ッ
ト
以
下
の
も
の
及
び
消
防
長
が
認
め
る
延
焼
を

防
止
す
る
た
め
の
措
置
が
講
じ
ら
れ
て
い
る
も
の
を
除
く
。
）
に
あ
つ
て
は
、
建
築
物
か
ら
３

メ
ー
ト
ル
以
上
の
距
離
を
保
つ
こ
と
。
た
だ
し
、
不
燃
材
料
で
造
り
、
又
は
覆
わ
れ
た
外
壁
で

開
口
部
の
な
い
も
の
に
面
す
る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

 

⑵
 
筐
体

き
よ
う

は
、
不
燃
性
の
金
属
材
料
で
造
る
こ
と
。

 

⑶
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

⑸
 

 

⑹
 
急
速
充
電
設
備
と
電
気
自
動
車
等
と
が
確
実
に
接
続
さ
れ
て
い
な
い
場
合
に
は
充
電
を
開
始

し
な
い
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

 

⑺
 
急
速
充
電
設
備
と
電
気
自
動
車
等
と
の
接
続
部
に
電
圧
が
印
加
さ
れ
て
い
る
場
合
に
は
当
該

接
続
部
が
外
れ
な
い
よ
う
に
す
る
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

 

⑻
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

⑽
 

 

⑾
 
急
速
充
電
設
備
を
手
動
で
緊
急
停
止
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

 

 

 

（
急
速
充
電
設
備
）

 

第
１
１
条
の
２

 
急
速
充
電
設
備
（
電
気
を
設
備
内
部
で
変
圧
し
て
、
電
気
自
動
車
等
（
電
気
を
動

力
源
と
す
る
自
動
車
、
原
動
機
付
自
転
車
、
船
舶
、
航
空
機
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る
も
の
を
い

う
。
以
下
同
じ
。
）
に
コ
ネ
ク
タ
ー
（
充
電
用
ケ
ー
ブ
ル
を
電
気
自
動
車
等
に
接
続
す
る
た
め
の

も
の
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
用
い
て
充
電
す
る
設
備
（
全
出
力

2
0
キ
ロ
ワ
ッ
ト
以
下
の
も
の

を
除
く
。
）
を
い
い
、
分
離
型
の
も
の
（
変
圧
す
る
機
能
を
有
す
る
設
備
本
体
及
び
充
電
ポ
ス
ト

（
コ
ネ
ク
タ
ー
及
び
充
電
用
ケ
ー
ブ
ル
を
収
納
す
る
設
備
で
、
変
圧
す
る
機
能
を
有
し
な
い
も
の

を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
よ
り
構
成
さ
れ
る
も
の
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
あ
つ
て
は
、
充

電
ポ
ス
ト
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
の
位
置
、
構
造
及
び
管
理
は
、
次
に
掲
げ
る
基
準
に
よ
ら
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

⑴
 
屋
外
に
設
け
る
も
の
（
全
出
力

5
0
キ
ロ
ワ
ッ
ト
以
下
の
も
の
及
び
消
防
長
が
認
め
る
延
焼
を

防
止
す
る
た
め
の
措
置
が
講
じ
ら
れ
て
い
る
も
の
を
除
く
。
）
に
あ
つ
て
は
、
建
築
物
か
ら
３

メ
ー
ト
ル
以
上
の
距
離
を
保
つ
こ
と
。
た
だ
し
、
次
に
掲
げ
る
も
の
に
あ
つ
て
は
、
こ
の
限
り

で
な
い
。

 

ア
 
不
燃
材
料
で
造
り
、
又
は
覆
わ
れ
た
外
壁
で
開
口
部
の
な
い
も
の
に
面
す
る
も
の

 

イ
 
分
離
型
の
も
の
の
充
電
ポ
ス
ト

 

⑵
 
筐
体

き
よ
う

は
、
不
燃
性
の
金
属
材
料
で
造
る
こ
と
。
た
だ
し
、
分
離
型
の
も
の
の
充
電
ポ
ス
ト
に

あ
つ
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

 

⑶
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

⑸
 

 

⑹
 
コ
ネ
ク
タ
ー
と
電
気
自
動
車
等
と
が
確
実
に
接
続
さ
れ
て
い
な
い
場
合
に
は
充
電
を
開
始
し

な
い
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

 

 

議
案
第
６
８
号
参
考
資
料
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(
 
2 
) 

 
 

 
 
は
改
正
箇
所

 

現
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
行

 
改

 
 

 
 

 
正

 
 

 
 

 
案

 

 

⑿
 
自
動
車
等
の
衝
突
を
防
止
す
る
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

 

⒀
 
電
気
自
動
車
等
に
接
続
す
る
急
速
充
電
設
備
の
充
電
用
ケ
ー
ブ
ル
の
コ
ネ
ク
タ
ー
は
、
操
作

の
際
の
落
下
を
防
止
す
る
措
置
を
講
じ
、
又
は
落
下
に
対
し
十
分
な
強
度
を
有
す
る
も
の
と
す

る
こ
と
。

 

⒁
 

 

⒂
 

⒃
 
蓄
電
池
を
内
蔵
し
て
い
る
も
の
に
あ
つ
て
は
、
蓄
電
池
に
つ
い
て
次
に
掲
げ
る
措
置
を
講
ず

る
こ
と
。

 

ア
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

エ
 

 

⒄
 
急
速
充
電
設
備
の
周
囲
は
、
換
気
、
点
検
及
び
整
備
に
支
障
の
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
。

 

⒅
 
急
速
充
電
設
備
の
周
囲
は
、
常
に
、
整
理
及
び
清
掃
に
努
め
る
と
と
も
に
、
油
ぼ
ろ
そ
の
他

の
可
燃
物
を
み
だ
り
に
放
置
し
な
い
こ
と
。

 

２
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

          

（
喫
煙
等
）

 

 

 

⑺
 
コ
ネ
ク
タ
ー
が
電
気
自
動
車
等
に
接
続
さ
れ
、
電
圧
が
印
加
さ
れ
て
い
る
場
合
に
は
当
該
コ

ネ
ク
タ
ー
が
当
該
電
気
自
動
車
等
か
ら
外
れ
な
い
よ
う
に
す
る
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

 

⑻
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

⑽
 

 

⑾
 
急
速
充
電
設
備
を
手
動
で
緊
急
に
停
止
す
る
こ
と
が
で
き
る
装
置
を
、
当
該
急
速
充
電
設
備

の
利
用
者
が
異
常
を
認
め
た
と
き
に
速
や
か
に
操
作
す
る
こ
と
が
で
き
る
箇
所
に
設
け
る
こ

と
。

 

⑿
 
電
気
自
動
車
等
と
急
速
充
電
設
備
の
衝
突
を
防
止
す
る
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

 

⒀
 
コ
ネ
ク
タ
ー
は
、
操
作
の
際
の
落
下
を
防
止
す
る
措
置
を
講
じ
、
又
は
落
下
に
対
し
十
分
な

強
度
を
有
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

 

⒁
 

 

⒂
 

⒃
 
蓄
電
池
を
内
蔵
し
て
い
る
も
の
に
あ
つ
て
は
、
当
該
蓄
電
池
（
主
と
し
て
保
安
の
た
め
に
設

け
る
も
の
を
除
く
。
）
に
つ
い
て
次
に
掲
げ
る
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

 

ア
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

エ
 

 

⒄
 
分
離
型
の
も
の
に
あ
つ
て
は
、
充
電
ポ
ス
ト
に
蓄
電
池
（
主
と
し
て
保
安
の
た
め
に
設
け
る

も
の
を
除
く
。
）
を
内
蔵
し
な
い
こ
と
。

 

⒅
 
急
速
充
電
設
備
の
周
囲
は
、
換
気
、
点
検
及
び
整
備
に
支
障
の
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
。

 

⒆
 
急
速
充
電
設
備
の
周
囲
は
、
常
に
、
整
理
及
び
清
掃
に
努
め
る
と
と
も
に
、
油
ぼ
ろ
そ
の
他

の
可
燃
物
を
み
だ
り
に
放
置
し
な
い
こ
と
。

 

２
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

 

（
喫
煙
等
）

 

 

～ 

－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－
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(
 
3 
) 

 
 

 
 
は
改
正
箇
所

 

現
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
行

 
改

 
 

 
 

 
正

 
 

 
 

 
案

 

 第
２
３
条

 

２
 

３
 
前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
併
せ
て
図
記
号
に
よ
る
標
識
を
設
け
る
と
き
は
、
別
表
第
７
に
定
め

る
も
の
と
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

４
 
第
１
項
の
消
防
長
が
指
定
す
る
場
所
（
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
場
所
を
除
く
。
）
を
有
す
る
防

火
対
象
物
の
関
係
者
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
次
の
各
号
に
定

め
る
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

⑴
 

 
 

 
 

 
 

 
 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

⑵
 
前
号
に
掲
げ
る
場
合
以
外
の
場
合

 
適
当
な
数
の
吸
殻
容
器
を
設
け
た
喫
煙
所
の
設
置
及
び

当
該
喫
煙
所
に
お
け
る
「
喫
煙
所
」
と
表
示
し
た
標
識
の
設
置
（
併
せ
て
図
記
号
に
よ
る
標
識

を
設
け
る
と
き
は
、
別
表
第
７
に
定
め
る
も
の
と
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
）

 

５
 
前
項
第
２
号
に
掲
げ
る
場
合
に
お
い
て
、
劇
場
等
の
喫
煙
所
は
、
階
ご
と
に
客
席
及
び
廊
下

（
通
行
の
用
に
供
し
な
い
部
分
を
除
く
。
）
以
外
の
場
所
に
設
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ

し
、
劇
場
等
の
一
部
の
階
に
お
い
て
全
面
的
に
喫
煙
が
禁
止
さ
れ
て
い
る
旨
の
標
識
の
設
置
そ
の

他
の
当
該
階
に
お
け
る
全
面
的
な
喫
煙
の
禁
止
を
確
保
す
る
た
め
に
消
防
長
が
火
災
予
防
上
必
要

と
認
め
る
措
置
を
講
じ
た
場
合
は
、
当
該
階
に
お
い
て
喫
煙
所
を
設
け
な
い
こ
と
が
で
き
る
。

 

６
 

 

７
 

 

     別
表
第
４
か
ら
別
表
第
６
ま
で

 
削
除

 

別
表
第
７

 

 

 第
２
３
条

 

２
 

３
 
第
１
項
の
消
防
長
が
指
定
す
る
場
所
（
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
場
所
を
除
く
。
）
を
有
す
る
防

火
対
象
物
の
関
係
者
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
次
の
各
号
に
定

め
る
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

⑴
 

 
 

 
 

 
 

 
 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 

⑵
 
前
号
に
掲
げ
る
場
合
以
外
の
場
合

 
適
当
な
数
の
吸
殻
容
器
を
設
け
た
喫
煙
所
の
設
置
及
び

当
該
喫
煙
所
に
お
け
る
「
喫
煙
所
」
と
表
示
し
た
標
識
の
設
置
（
健
康
増
進
法
（
平
成
１
４
年

法
律
第
１
０
３
号
）
第
３
３
条
第
２
項
に
規
定
す
る
喫
煙
専
用
室
標
識
を
設
け
る
場
合
に
お
い

て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。
）

 

４
 
第
２
項
又
は
前
項
第
２
号
に
規
定
す
る
標
識
と
併
せ
て
図
記
号
に
よ
る
標
識
を
設
け
る
と
き

は
、
「
禁
煙
」
又
は
「
火
気
厳
禁
」
と
表
示
し
た
標
識
と
併
せ
て
設
け
る
図
記
号
に
あ
つ
て
は
、

国
際
標
準
化
機
構
の
規
格

7
0
1
0
又
は
日
本
産
業
規
格

Z
8
2
1
0
に
適
合
す
る
も
の
と
し
、
「
喫
煙

所
」
と
表
示
し
た
標
識
と
併
せ
て
設
け
る
図
記
号
に
あ
つ
て
は
、
国
際
標
準
化
機
構
の
規
格

7
0
0
1

又
は
日
本
産
業
規
格

Z
8
2
1
0
に
適
合
す
る
も
の
と
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

５
 
第
３
項
第
２
号
に
掲
げ
る
場
合
に
お
い
て
、
劇
場
等
の
喫
煙
所
は
、
階
ご
と
に
客
席
及
び
廊
下

（
通
行
の
用
に
供
し
な
い
部
分
を
除
く
。
）
以
外
の
場
所
に
設
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ

し
、
劇
場
等
の
一
部
の
階
に
お
い
て
全
面
的
に
喫
煙
が
禁
止
さ
れ
て
い
る
旨
の
標
識
の
設
置
そ
の

他
の
当
該
階
に
お
け
る
全
面
的
な
喫
煙
の
禁
止
を
確
保
す
る
た
め
に
消
防
長
が
火
災
予
防
上
必
要

と
認
め
る
措
置
を
講
じ
た
場
合
は
、
当
該
階
に
お
い
て
喫
煙
所
を
設
け
な
い
こ
と
が
で
き
る
。

 

６
 

 

７
 

 

 別
表
第
４
か
ら
別
表
第
７
ま
で

 
削
除

 

 

－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
－
－
－
－
－
－

 
－
－
－
－
－
－
－
－
略
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－
－
－
－
－

 

－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
－
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－
－
－
－

 

－
－
－
－
－
－
－
－
略
－
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－
－
－
－
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議案第６９号参考資料 

児童部保育幼稚園室 

 

 

（仮称）山田認定こども園建設工事（建築工事） 

 

請負金額  ６８５，９６０,０００円 

請 負 者   関根・ビック特定建設工事共同企業体 

代表者 吹田市金田町５番１０号 

            株式会社関根工務店 

             代表取締役 橋 本 一 郎 

 

構成員 吹田市岸部中１丁目２４番１号 

            株式会社ビック 

代表取締役 久 須 美 貴 史 

 

 

（別途発注） 

（仮称）山田認定こども園建設工事（電気設備工事） （議案第７０号参照） 

 

請負金額  １４２，４１７,０００円 

請 負 者   加茂川啓明電機株式会社 

 吹田市江坂町１丁目１２番３８号 

 代表取締役 馬 場 俊 介 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 
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株式会社関根工務店

昭和３９年　３月　１日
（１９６４年）

昭和４０年　６月１５日
（１９６５年）

昭和４６年　２月２４日
（１９７１年）

昭和４６年　３月　９日
（１９７１年）

昭和４７年　９月２３日
（１９７２年）

昭和４７年１０月　３日
（１９７２年）

令和　４年　８月１０日
（２０２２年）

令和　４年　８月１０日
（２０２２年）

大阪府知事許可（般－4）第9251号
とび・土工工事業　管工事業　舗装工事業　水道施
設工事業

（２）

資本金増額　資本金1,600万円

資本金増額　資本金2,500万円

大阪府知事許可（特－4）第9251号
土木工事業　建築工事業　塗装工事業　解体工事業

営　業　の　沿　革

創　　　業

株式会社関根工務店に組織変更　資本金100万円

資本金増額　資本金400万円

資本金増額　資本金1,000万円

創
　
業
　
後
　
の
　
沿
　
革
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発注者 請負金額（千円）

340,789 ～

2,002 ～

153,791 ～

4,047 ～

3,076 ～

152,149 ～

吹田市立吹田第一小学校
校舎大規模改造１期工事
（建築工事）

吹田市

令和　４年（２０２２年）　５月

令和　４年（２０２２年）１１月

（３）

吹田市立豊津中学校ほか
１校プールフェンス改修
ほか工事

吹田市

令和　２年（２０２０年）１２月

令和　３年（２０２１年）　３月

吹田市立山田第三幼稚園
トイレ改修工事（建築工
事）

（有）ス
イケン

吹田市立千里丘北小学校
給食調理室改修工事（建
築工事）

吹田市

令和　２年（２０２０年）　６月

令和　２年（２０２０年）　９月

吹田市立東佐井寺小学校
屋内運動場大規模改造工
事（建築工事）

吹田市

令和　２年（２０２０年）　６月

令和　２年（２０２０年）１０月

令和　２年（２０２０年）１１月

令和　３年（２０２１年）　１月

工　事　経　歴　書

株式会社関根工務店

工　　事　　名 工　　　期

吹田市立千里丘北小学校
校舎増築工事（建築工
事）

吹田市

令和　元年（２０１９年）１２月

令和　３年（２０２１年）　３月
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（単位  千円） （単位　千円）

１　流動資産 3,620,460 １　営業損益

２　固定資産 11,671,807 　(1)売上高 2,678,244

　(2)売上原価 1,875,355

　　　売上総利益 802,889

　　資産合計 15,292,268 　(3)販売費及び一般管理費 173,147

　　　営業利益 629,741

１　流動負債 1,405,035

２　固定負債 6,931,045

２　営業外損益

　　負債合計 8,336,080 　(1)営業外収益 71,611

　(2)営業外費用 58,257

１　資本金 25,000 　　　経常利益 643,095

２　利益剰余金 6,931,187

１　特別利益 17,683

２　特別損失 3,494

　　税引前当期純利益 657,284

　　純資産合計 6,956,187     法人税、住民税及び事業税 226,569

　　当期純利益 430,714

　　負債純資産合計 15,292,268

（４）

[資産の部] [経常損益の部]

[負債の部]

[純資産の部]

[特別損益の部]

株式会社関根工務店

貸借対照表 損益計算書

（令和 4年 9月30日現在）                   自　令和 3年 10月 1日

                  至　令和 4年  9月30日
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株式会社ビック

平成　２年　８月２２日
（１９９０年）

平成　２年　８月２２日
（１９９０年）

平成　８年　３月３１日
（１９９６年）

平成１０年　４月２２日
（１９９８年）

平成１２年１２月　８日
（２０００年）

平成１３年　４月２５日
（２００１年）

平成１４年　６月１１日
（２００２年）

平成１４年１２月１９日
（２００２年）

平成２７年　６月１２日
（２０１５年）

資本金　2,000万円に増資

営　業　の　沿　革

株式会社ビック設立　資本金300万円

資本金増額　1,000万円

本店移転　摂津市

（５）

大阪府知事許可（特－３）第108954号
土木工事業　建築工事業　大工工事業　左官工事業
とび・土工工事業　石工事業　屋根工事業　タイ
ル・れんが・ブロック工事業　鋼構造物工事業　鉄
筋工事業　舗装工事業　しゅんせつ工事業　板金工
事業　ガラス工事業　塗装工事業　防水工事業　内
装仕上工事業　熱絶縁工事業　建具工事業　水道施
設工事業　解体工事業

　令和　３年　６月１０日
　（２０２１年）

創　　　業

創
　
業
　
後
　
の
　
沿
　
革

資本金　2,500万円に増資

資本金　4,500万円に増資

本店移転　吹田市

資本金　1,500万円に増資
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発注者 請負金額（千円）

140,085 ～

52,611 ～

122,570 ～

45,210 ～

14,156 ～

13,200 ～

令和　２年（２０２０年）　６月

令和　２年（２０２０年）１０月

吹田市立第二中学校トイ
レリニューアル工事（建
築工事）

吹田市

令和　２年（２０２０年）　６月

令和　２年（２０２０年）１１月

（６）

大阪教育大学（池田）メ
ディアセンター外壁改修
工事

国立大学
法人大阪
教育大学

令和　４年（２０２２年）１０月

令和　５年（２０２３年）　１月

京都大学（平野）研究実
験棟外壁改修工事

国立大学
法人京都
大学

令和　３年（２０２１年）１０月

令和　４年（２０２２年）　３月

奈良女子大学（東紀寺）
前期課程体育館屋根その
他改修工事

国立大学
法人奈良
国立大学
機構

令和　４年（２０２２年）　７月

令和　４年（２０２２年）　９月

工　事　経　歴　書

株式会社ビック

工　　事　　名 工　　　期

吹田市立山田第五小学校
屋内運動場大規模改造工
事（建築工事）

吹田市

令和　３年（２０２１年）　５月

令和　３年（２０２１年）１０月

吹田市立豊津西中学校屋
内運動場大規模改造工事
（建築工事）

吹田市
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（単位  千円） （単位　千円）

１　流動資産 373,961 １　営業損益

２　固定資産 38,801 　(1)売上高 597,435

　(2)売上原価 484,386

　　　売上総利益 113,048

　　資産合計 412,763 　(3)販売費及び一般管理費 107,467

　　　営業利益 5,581

１　流動負債 320,247

２　固定負債 0

２　営業外損益

　　負債合計 320,247 　(1)営業外収益 645

　(2)営業外費用 4,556

１　資本金 45,000 　　　経常利益 1,670

２　利益剰余金 47,515

１　特別利益 0

２　特別損失 0

　　税引前当期純利益 1,670

　　純資産合計 92,515     法人税、住民税及び事業税 588

　　当期純利益 1,082

　　負債純資産合計 412,763

（７）

[資産の部] [経常損益の部]

[負債の部]

[純資産の部]

[特別損益の部]

株式会社ビック

貸借対照表 損益計算書

（令和 5年 1月31日現在）                   自　令和 4年 2月 1日

                  至　令和 5年 1月31日
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議案第７０号参考資料 

児童部保育幼稚園室 

 

 

（仮称）山田認定こども園建設工事（電気設備工事） 

 

請負金額  １４２，４１７,０００円 

請 負 者   加茂川啓明電機株式会社 

 吹田市江坂町１丁目１２番３８号 

 代表取締役 馬 場 俊 介 

 

 

（別途発注） 

（仮称）山田認定こども園建設工事（建築工事） （議案第６９号参照） 

 

請負金額  ６８５，９６０,０００円 

請 負 者   関根・ビック特定建設工事共同企業体 

代表者 吹田市金田町５番１０号 

            株式会社関根工務店 

             代表取締役 橋 本 一 郎 

 

構成員 吹田市岸部中１丁目２４番１号 

            株式会社ビック 

代表取締役 久 須 美 貴 史 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 
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加茂川啓明電機株式会社

昭和２０年　１月１０日
（１９４５年）

昭和２０年　８月１５日
（１９４５年）

昭和２２年　７月　４日
（１９４７年）

昭和２５年　２月１１日
（１９５０年）

昭和２９年　２月１５日
（１９５４年）

昭和３８年１１月　１日
（１９６３年）

昭和４８年　３月　１日
（１９７３年）

昭和５１年１０月　１日
（１９７６年）

昭和５４年　９月３０日
（１９７９年）

昭和６１年１０月　１日
（１９８６年）

昭和６３年　７月　１日
（１９８８年）

平成　３年　４月　１日
（１９９１年）

平成１５年　１月　１日
（２００３年）

平成１５年　９月３０日
（２００３年）

平成１７年　９月３０日
（２００５年）

平成３１年　４月１３日
（２０１９年）

平成３１年　４月１３日
（２０１９年）

資本金　2,000万円に増資

営　業　の　沿　革

終戦により加茂川電機商事社に社名変更

加茂川電機株式会社を設立し、上記会社を合併

株式会社加茂川電機商会に社名変更　現組織成立

資本金　100万円に増資

創　　　業

（２）

札幌市の加茂川電機設備株式会社を吸収合併

国土交通大臣許可（般－３１）第２１０号
管工事業　機械器具設置工事業　電気通信工事業

加茂川啓明電機株式会社に社名変更

大阪市北区の啓明電機株式会社を吸収合併

創
　
業
　
後
　
の
　
沿
　
革

資本金　3,000万円に増資

資本金　4,500万円に増資

資本金　600万円に増資

資本金　1,000万円に増資

資本金　7,500万円に増資

札幌市に加茂川電機設備株式会社を設立し、設備機
器関係を分離

国土交通大臣許可（特－３１）第２１０号
電機工事業

 32 



発注者 請負金額（千円）

23,593 ～

37,950 ～

16,500 ～

28,380 ～

17,774 ～

7,040 ～

6,270 ～

35,901 ～

38,318 ～

安達地方
広域行政
組合

令和　３年（２０２１年）　９月

令和　４年（２０２２年）　３月

吹田市南吹田下水処理場
沈砂池管理棟照明設備工
事

吹田市

令和　４年（２０２２年）　５月

令和　５年（２０２３年）　３月

西宮市

令和　３年（２０２１年）１０月

街路灯設置工事（その
１）

吹田市

令和　３年（２０２１年）１２月

令和　４年（２０２２年）　３月

吹田市立佐竹台小学校校
舎大規模改造１期工事
（電気設備工事）

吹田市

令和　４年（２０２２年）　５月

アキモクボード様向特高
受配電設備復旧工事

新秋木工
業（株）

令和　３年（２０２１年）　３月

令和　３年（２０２１年）　９月

令和　４年（２０２２年）１１月

新稲高区配水地他流量計
更新工事

（３）

令和　４年（２０２２年）　３月

越水浄水場第２配水池自
然流下流計ほか設置工事

工　事　経　歴　書

加茂川啓明電機株式会社

工　　事　　名 工　　　期

市庁舎中層棟空調機改修
工事（電気設備工事）

吹田市

令和　４年（２０２２年）　２月

焼却施設電気計装機器維
持整備工事

令和　元年（２０１９年）　８月

令和　３年（２０２１年）　７月

街路灯及び公園灯工事
（北部）

吹田市

令和　３年（２０２１年）　６月

令和　４年（２０２２年）　３月

箕面市

令和　３年（２０２１年）　９月
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発注者 請負金額（千円）

9,113 ～

4,290 ～

7,719 ～

8,363 ～

吹田市立津雲台小学校校
舎大規模改造２期工事
（電気設備工事）

吹田市

令和　４年（２０２２年）　６月

令和　４年（２０２２年）１１月

工　　事　　名 工　　　期

吹田市立豊津第二小学校
ほか２校中学校５校照明
器具改修工事

吹田市

令和　４年（２０２２年）１１月

令和　５年（２０２３年）　１月

吹田市立千里丘市民セン
ター屋上防水改修工事
（電気設備工事）

吹田市

令和　４年（２０２２年）１０月

令和　５年（２０２３年）　２月

工　事　経　歴　書

加茂川啓明電機株式会社

吹田市立佐井寺小学校ほ
か１１校ほか幼稚園５園
換気扇設置工事

吹田市

令和　４年（２０２２年）１２月

令和　５年（２０２３年）　２月

（４）
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（単位  千円） （単位　千円）

１　流動資産 3,739,704 １　営業損益

２　固定資産 745,414 　(1)売上高 8,390,761

　(2)売上原価 7,065,019

　　　売上総利益 1,325,742

　　資産合計 4,485,118 　(3)販売費及び一般管理費 1,030,876

　　　営業利益 294,865

１　流動負債 2,145,063

２　固定負債 937,943

２　営業外損益

　　負債合計 3,083,007 　(1)営業外収益 19,395

　(2)営業外費用 8,964

１　資本金 75,000 　　　経常利益 305,297

２　準備金 18,750

３　利益剰余金 1,308,362 １　特別利益 28,800

２　特別損失 122,501

　　税引前当期純利益 211,596

　　純資産合計 1,402,112     法人税、住民税及び事業税 67,896

　　当期純利益 143,700

　　負債純資産合計 4,485,118

（５）

[資産の部] [経常損益の部]

[負債の部]

[純資産の部]

[特別損益の部]

加茂川啓明電機株式会社

貸借対照表 損益計算書

（令和 5年 3月31日現在）                   自　令和 4年 4月 1日

                  至　令和 5年 3月31日
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議案第 71 号参考資料 

環境部資源循環エネルギーセンター 

 

 

資源循環エネルギーセンター 2 号ボイラー3 次過熱器整備 

 

 

請負金額 346,500,000 円 

請負者 株式会社 タクマ 

 兵庫県尼崎市金楽寺町 2 丁目 2 番 33 号 

 代表取締役社長 南條 博昭 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 
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株式会社　タクマ

昭和13年6月10日
（1938年）

昭和13年6月10日
（1938年）

昭和17年12月5日
（1942年）

昭和24年5月14日
（1949年）

昭和24年10月21日
（1949年）

昭和28年4月20日
（1953年）

昭和36年12月1日
（1961年）

昭和37年7月10日
（1962年）

昭和40年10月23日
（1965年）

昭和47年6月1日
（1972年）

昭和48年10月23日
（1973年）

昭和50年2月24日
（1975年）

昭和52年7月13日
（1977年）

大阪市北区に本社を移転

京都工場の操業を開始

日本機工㈱を吸収合併、水処理分野に進出
資本金1,400,000千円

営　業　の　沿　革

創　　　業

田熊汽罐製造㈱として尼崎市に設立
資本金3,000千円

播磨工場の操業を開始

大阪・東京両証券取引所に株式を上場

建設業者登録　建設大臣(イ)919号

創
　
業
　
後
　
の
　
沿
　
革

（２）

建設大臣許可　タイル・れんが・ブロック工事業
資本金3,223,000千円

建設大臣許可(初回)建築工事業、管工事業、機械
器具設置工事業

商号を「株式会社　タクマ」に変更
資本金1,502,000千円

建設大臣許可　土木事業、水道施設工事業、清掃
施設工事業
資本金2,300,000千円

建設大臣許可(特-49)第6129号
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昭和62年1月22日
（1987年）

平成6年2月1日
（1994年）

平成9年9月30日
（1997年）

平成14年10月1日
（2002年）

平成15年12月26日
（2003年）

平成18年4月1日
（2006年）

平成18年6月29日
（2006年）

平成19年3月31日
（2007年）

平成21年4月1日
（2009年）

平成23年4月1日
（2011年）

平成25年12月19日
（2013年）

平成29年11月6日
（2017年）

令和2年11月15日
（2020年）

建設大臣許可　電気工事業

建設大臣許可　電気通信工事業
資本金8,663,000千円

資本金133億6,745万7,968円

田熊プラント㈱を吸収合併

㈱サンプラントを吸収分割

（３）

京都工場組織を廃止し、その機能を㈱日本サーモ
エナーへ移管

国土交通大臣許可　電気通信工事業

国土交通大臣許可　解体工事業

国土交通大臣許可　電気通信工事業を廃業

登記簿上の本店所在地を大阪市から兵庫県尼崎市
に移転

国土交通大臣許可　とび・土工・コンクリ―ト工
事業を廃業

創
　
　
業
　
　
後
　
　
の
　
　
沿
　
　
革

本社(主たる営業所)を大阪市から兵庫県尼崎市に
移転

国土交通大臣許可　とび・土工工事業
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発注者 請負金額（千円）

31,251,798 ～

17,270,000 ～

141,350 ～

444,375 ～
23,210,000 ～

462,000 ～

（４）

皇后崎工場3号炉燃焼室
耐火物他更新工事

北九州市

令和4年（2022年）3月

令和5年（2023年）3月

皇后崎工場1号炉燃焼室
耐火物他更新工事

北九州市

令和3年（2021年）6月

令和4年（2022年）2月

函館市日乃出清掃工場整
備工事

函館市

令和3年（2021年）9月

令和11年（2029年）3月

大田清掃工場第一工場再
稼働に伴うプラント設備
更新工事

東京二十
三区清掃
一部事務
組合

令和元年（2019年）7月

令和4年（2022年）11月

白石清掃工場1・2号焼却
炉改修工事

札幌市

令和3年（2021年）5月

令和3年（2021年）11月

工　事　経　歴　書

株式会社　タクマ

工　　事　　名 工　　　期

町田市熱回収施設等(仮
称)整備運営事業に関す
る施設整備工事

町田市

平成28年（2016年）12月

令和6年（2024年）6月
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（単位  百万円） （単位　百万円）

１　流動資産 98,524 １　営業損益

２　固定資産 36,980 　(1)売上高 83,669

　(2)売上原価 70,489

　　　売上総利益 13,180

　　資産合計 135,505 　(3)販売費及び一般管理費 8,441

　　　営業利益 4,739

１　流動負債 56,002

２　固定負債 6,068

２　営業外損益

　　負債合計 62,070 　(1)営業外収益 2,269

　(2)営業外費用 170

１　資本金 13,367 　　　経常利益 6,838

２　資本剰余金 4,063

３　利益剰余金 54,613 １　特別利益 497

４　自己株式 △2,643 ２　特別損失 355

５　評価・換算差額等合計 4,033 　　税引前当期純利益 6,981

　　純資産合計 73,434     法人税、住民税及び事業税 △1,345 

　　法人税等調整額 2,817

　　負債純資産合計 135,505 　　当期純利益 5,508

株式会社　タクマ

貸借対照表 損益計算書

（令和 4年 3月31日現在）                   自　令和 3年 4月 1日

                  至　令和 4年 3月31日

（５）

[資産の部] [経常損益の部]

[負債の部]

[純資産の部]

[特別損益の部]
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議案第７２号参考資料 

地域教育部まなびの支援課                                      

福 祉 部 高 齢 福 祉 室 
  
 
 
 
 
 

吹田市吹三地区公民館及び吹田市吹三地区高齢者いこいの間建設工事（建築工事） 

 

 
 

１ 工事概要  (1) 構造・階数  鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造）地上 2階 

        (2) 延床面積   ６３９㎡ 

        (3) 工事内容   新築工事、昇降機設備工事、外構工事 

          電気設備工事、機械設備工事及びガス設備工事は別途発注 

 

２ 工事場所  吹田市高城町１９番７号ほか 

 

３ 工  期  令和６年７月３１日 

 

４ 請負金額  ２７４，０９５，８００円 

 

５ 請 負 者  吹田市昭和町１番６号 

         森繁建設株式会社 

           代表取締役 木 下 繁 

       

 

 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

（1） 
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森 繁 建 設 株 式 会 社

昭和５８年　７月２７日
（１９８３年）

昭和５９年　６月　１日
（１９８４年）

昭和６２年　４月　８日
（１９８７年）

昭和６２年　４月　８日
（１９８７年）

昭和６２年１２月　１日
（１９８７年）

平成元年　５月２６日
（１９８９年）

平成　２年　６月１５日
（１９９０年）

平成　５年　２月２６日
（１９９３年）

平成　５年　５月１４日
（１９９３年）

平成　５年１２月２４日
（１９９３年）

平成１０年１０月　１日
（１９９８年）

平成１３年　８月　１日
（２００１年）

平成１３年１１月　８日
（２００１年）

平成１７年　４月１８日
（２００５年）

平成２６年１月２８日
（２０１４年）

令和元年　１２月２５日
（２０１９年）

令和２年　3 月１6日
（２０２０年）

令和２年　3 月１6日
（２０２０年）

令和２年　９ 月２９日
（２０２０年）

資本金　３，０００万円に増資

大阪府知事許可（特―２）第７５１８９号　建築工事業　（特定）　現在

大阪府知事許可（特―２）第７５１８９号　土木工事業　（特定）　現在

（２）

創
　
　
業
　
　
後
　
　
の
　
　
沿
　
　
革

大阪府知事許可（特―２）第７５１８９号　解体工事業　（特定）　現在

資本金　４，０００万円に増資

本店所在地　吹田市五月が丘東７-３０より　吹田市昭和町１-６　へ移
転

本店所在地　吹田市五月が丘北１３-５-２０５より　吹田市五月が丘東
７-３０へ移転

資本金　２，０００万円に増資

大阪府知事許可（特―２）第７５１８９号　建築工事業　（特定新規）

大阪府知事許可（特―４）第７５１８９号　土木工事業　（業種追加）

大阪府知事許可（特―５）第７５１８９号　建築工事業　（一般）

大阪府知事許可（特―５）第７５１８９号　建築工事業　（特定）

大阪営業所　設置　大阪市東淀川区南江口１丁目２番９８号

豊中営業所　設置　大阪府豊中市曽根東町１丁目１０番３１号

豊中営業所　廃止

営　業　の　沿　革

創　　　業

大阪府知事許可（般―５９）第６７４５５号　建築工事業　（森繁建設
個人）

森繁建設（株）　設立　資本金５００万円

大阪府知事許可（般―６２）第７５１８９号　建築工事業　（森繁建設
（株）　法人）
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発注者
請負金額(円)
（消費税込））

349,700,000 ～

182,600,000 ～

工　事　経　歴　書

森 繁 建 設 株 式 会 社

工　　事　　名 工　　　期

吹田市立中央図書館耐震補強
及び大規模改修工事（建築工
事）

吹田市

令和元年（2019年）10月

令和2年（2020年）10月

吹田市立山田中学校校舎大規
模改造1期工事（建築工事）

吹田市

令和4年（2022年）5月

令和4年（2022年）11月

（３）
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（ ４ ）
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議案第 73号参考資料 

学校教育部教育センター 
 

（１） 

                 

 

 

教育用Ｗｉｎｄｏｗｓ端末（ＧＩＧＡスクール構想対応用） 

追加購入契約の締結について 
 

 

 備品購入概要 
 

タブレット型Ｗｉｎｄｏｗｓノートパソコン 

(ケース付) 

  

 

 

 

 

 

 

               

 

900 台 
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（２） 

営 業 の 沿 革 

 

株式会社内田洋行 

 

 創   業 
明治 43 年 

（1910 年） 

 

 

 

 

創

 

業

 

後

 

の

 

沿

 

革 

内田洋行に商号を統一 
大正 6 年 

（1917 年） 

組織整備を行い、東京及び大阪に内田洋行を設立し、現在

の当社の母体となる 

昭和 16 年 

（1941 年） 

札幌市に支店を設置 
昭和 21 年 

（1946 年） 

（東京）内田洋行と（大阪）内田洋行が合併 
昭和 25 年 

（1950 年） 

福岡市瓦町に福岡支店を設置 
昭和 26 年 

（1951 年） 

東京証券取引所、大阪証券取引所の市場第二部に上場 
昭和 39 年 

（1964 年） 

東京証券取引所、大阪証券取引所の市場第一部銘柄に指定 
昭和 44 年 

（1969 年） 

 
東京都中央区新川に本社を建設、移転 

昭和 46 年 

（1971 年） 

 
大阪証券取引所において貸借引取銘柄に選定 

昭和 58 年 

（1983 年） 

 
大阪市中央区に大阪支店（第 1 期工事）を建設、移転 

昭和 60 年 

（1985 年） 

 
福岡市博多区に九州支店を建設、移転 

平成元年 

（1989 年） 

 
東京証券取引所において貸借取引銘柄に選定 

平成 3 年 

（1991 年） 
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業務内容及び納入機器名 発注者 契約金額（円） 納入年月日

吹田市 108,900,000
令和4年11年30日
(2022年）

株式会社内田洋行

平成31年4年24日
(2019年）

教育用タブレットパソコン（GIGAス
クール構想対応用）購入：29,612台
の調達

吹田市
令和2年10年31日
(2020年）

（３）

平成30年11月5日
(2018年）

タブレットPCの導入設定：11,772台
の調達・設定

東京都荒川区
1,328,524,560

納　入　実　績　書

小中学校の校内LAN構築及び校務
支援システムの導入、教職員用端末：
2,453台の調達

埼玉県川口市 764,225,280

教育用Ｗｉｎｄｏｗｓタブレット（ＧＩＧＡス
クール構想対応用）追加購入：1,985
台の調達

1,328,140,000

平成30年2月1日
(2018年)

システム端末、校内LAN構築、通信網
及びクラウド環境構築についての設計
及び施工、無線アクセスポイント：672
台の調達・設定

東大阪市 134,136,000
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貸借対照表 損益計算書

（令和4年7月20日現在） 自 令和3年7月21日

至 令和4年7月20日

（単位　百万円） （単位　百万円）

1 流動資産 52,988 1 営業損益

2 固定資産 38,945 （1） 売上高 116,175

（2） 売上原価 92,484

　売上総利益 23,691

（3） 販売費及び一般管理費 21,247

資産合計 91,933 　営業利益 2,443

1 流動負債 52,972 2 営業外損益

2 固定負債 8,113 （1） 営業外収益 2,802

（2） 営業外費用 355

負債合計 61,085 　経常利益 4,890

1 資本金 5,000 1 特別利益 143

2 資本剰余金 3,772 2 特別損失 0

3 利益剰余金 19,702 　税引前当期純利益 5,033

4 自己株式 △ 1,414 　法人税等合計 1,055

5 その他有価証券評価差額金 3,788 　当期純利益 3,978

純資産合計 30,848

負債純資産合計 91,933

[資産の部]

[負債の部]

[経常損益の部]

[純資産の部] [特別損益の部]

株式会社内田洋行

（４）
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議案第 75号参考資料 

市民部市民総務室 

 

特殊詐欺被害防止に係る防犯機能付電話機等の購入補助について 

 

１ 事業の内容 

吹田市では、令和４年（2022年）中に 115件の特殊詐欺が発生し、令和３年（2021

年）の 70 件に比べ 1.6 倍と急増しており、手口も巧妙化するなど被害が深刻化して

います。 

被害者の 89％が 65歳以上の高齢者であり、被害者への通信手段の 82％が固定電話

であることから、高齢者に対する特殊詐欺被害を未然に防ぐ緊急対策として、防犯機

能付電話機等を購入する費用の一部を補助するものです。 

 

 ⑴  補助対象 

    市内在住の 65歳以上の高齢者 

⑵ 補助内容 

補助率；防犯機能付電話機等の購入費用の 2/3 

上限額；10,000円 

事業開始；令和５年（2023年）９月 

 

２ 予算額 

⑴ 歳出 10,284千円 

（款）総務費 （項）総務管理費  （目）消費経済対策費 

（大・小事業）消費生活事業 

節名称 予算額（千円） 積算及び説明等 

負担金、補助及び交付金 10,000 購入補助費用（＠10,000×1,000件） 

需用費 270 消耗品等 

役務費 14 振込組戻し手数料 

 

⑵ 歳入（特定財源） 5,134千円 

（款）府支出金 （項）府補助金  （目）総務費府補助金 

節名称 予算額（千円） 積算及び説明等 

大阪府消費者行政強化事業補助金 5,134 1/2補助 

 

３ 今後の予定 

  令和５年（2023年）９月  市報すいた９月号にて事業周知、申請受付開始 
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（1） 

議 案 第 7 5 号 参 考 資 料 

都市魅力部文化スポーツ推進室  

 

吹田市文化会館における和食レストランさつき跡地の 

修繕及び若手アーティスト育成事業について 

 

１ 事業の内容 

吹田市の次世代を担うアーティストの活動の場の提供や、文化・芸術の発信拠点と

することを目的とし、吹田市文化会館（メイシアター）の和食レストランさつき跡

地をミニコンサートの開催が可能な会場になるよう修繕し、若手アーティスト育成

事業として練習や発表の場の提供、若手アーティストを起用したコンサート等を実

施します。 

 

２ 予算額 

⑴ 歳出予算 660 千円 

  （款）総務費（項）総務管理費（目）文化振興費 

  （大事業）文化振興事業（小事業）文化振興事業 

節名称 予算額(千円) 説明等 

委託料 660 若手アーティスト育成に係る委託料

（オープニングイベント実施分） 

  

歳出予算 14,862 千円 

  （款）総務費（項）総務管理費（目）文化会館費 

  （大事業）文化会館事業（小事業）文化会館管理事業 

節名称 予算額(千円) 説明等 

需用費 860 椅子、机等の消耗品費 

13,200 さつき跡地修繕料 

備品購入費 802 照明音響等備品購入費 

 

 ⑵ 歳入予算（特定財源） 135 千円 

  （款）諸収入（項）雑入（目）雑入 

節名称 予算額(千円) 説明等 

雑入 135 オープニングイベント入場料等収入 
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（2） 

３ 今後の予定 

令和５年（2023 年）８月 さつき跡地修繕開始 

（令和６年２月まで） 

令和６年（2024 年）２月 音響機器等の搬入 

３月 オープニングイベント実施 

４月 若手アーティスト育成事業開始 
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（1） 

議案第 75号参考資料 

児童部 保育幼稚園室、こども発達支援センター 

福祉部 高齢福祉室、障がい福祉室 

 

物価高騰に係る福祉施設等への応援金支給について 

 

１ 趣旨 

令和５年８月１日時点で、市から認可又は指定を受けている、教育・保育施設、児童発達支

援、障がい福祉サービス事業所及び介護サービス事業所の福祉施設等(以下、「福祉施設等」と

いう。)に対し、物価高騰に係る応援金を支給するものです。 

 

２ 事業の内容 

（１）実施理由 

福祉施設等において、物価高騰の影響により事業の運営が今年度も引き続き厳しくなってい

るものと認識しており、福祉施設等の運営団体等からも運営支援を求める声が上がっていま 

す。 

福祉施設等は、市民生活を支える重要な社会インフラであることから、地方創生臨時交付金

の活用を念頭に運営支援を実施し、事業継続を図る必要があります。 

 

（２）支給対象及び支給額 

①通所系②入所系③その他（訪問系等）の三つに分類し、昨年度の支給額や他市状況等を参

考に、定員数に応じて支給額を設定します。（100千円から1,100千円までの支給額区分） 

なお、日中の運営を主とする通所系に対して、終日運営する入所系の支給額を高く設定する

一方、その他（訪問系等）は、物価高騰の影響が比較的小さいと考えられるため、一律50千円

とします。（詳細は、別紙支給対象一覧のとおり） 

事業所数 支給額 事業所数 支給額 事業所数 支給額 事業所数 支給額

保育幼稚園室 112 43,900千円 - - - - 112 43,900千円

こども発達
支援センター

90 9,200千円 - - - - 90 9,200千円

小計 202 53,100千円 - - - - 202 53,100千円

高齢福祉室 123 18,800千円 58 32,600千円 355 17,750千円 536 69,150千円

障がい福祉室 92 11,700千円 44 13,700千円 49 2,450千円 185 27,850千円

小計 215 30,500千円 102 46,300千円 404 20,200千円 721 97,000千円

417 83,600千円 102 46,300千円 404 20,200千円 923 150,100千円

その他(訪問系等) 合計

児
童
部

福
祉
部

合計

所　　管
通所系 入所系
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（2） 

３ 実施による効果 

物価高騰に係る福祉施設等の負担を軽減し、事業を安定的に継続するための運営支援につな

がります。 

 

４ 予算額 

（１）児童部 保育幼稚園室 

歳出予算 43,900千円 

（款）民生費（項）児童福祉費（目）児童福祉総務費 

（大事業）私立保育所等事業（小事業）特定教育・保育施設等運営支援事業 

節名称 予算額(千円) 積算及び説明等 

負担金、補助及び交付金 43,900 保育所等 112事業所 

 

（２）児童部 こども発達支援センター 

歳出予算 9,200千円 

（款）民生費（項）児童福祉費（目）児童福祉総務費 

（大事業）子育て支援事業（小事業）障害児通所サービス事業者支援事業 

節名称 予算額(千円) 積算及び説明等 

負担金、補助及び交付金 9,200 児童発達支援等 90事業所 

 

（３）福祉部 高齢福祉室 

歳出予算 69,150千円 

（款）民生費（項）社会福祉費（目）老人福祉費 

（大事業）介護保険サービス整備等事業（小事業）高齢者施策推進事業 

節名称 予算額(千円) 積算及び説明等 

負担金、補助及び交付金 69,150 通所介護等 536事業所 

 

（４）福祉部 障がい福祉室 

歳出予算 27,850千円 

（款）民生費（項）社会福祉費（目）障害者福祉費 

（大事業）障害福祉事業（小事業）障害福祉サービス等事業者支援事業 

節名称 予算額(千円) 積算及び説明等 

負担金、補助及び交付金 27,850 生活介護等 185事業所 

 

５ 今後の予定 

令和５年８月中に対象の福祉施設等へ当事業を通知し、福祉施設等から請求書を受領次第、

応援金を支給します。 
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（1） 

議案第 75号参考資料 

福祉部障がい福祉室 

 

重度障害者支援事業における医療的ケア者受入れ促進補助金について 

 

１ 趣旨 

   日常的にたん吸引や人工呼吸器の装着等の医療的ケアを必要とする方（以下「医療的ケア

者」という。）の障がい福祉サービス事業所での受入れを促進するため、看護職員を配置する

等の体制を整える吹田市内の障がい福祉サービス事業所（生活介護）に対して補助を実施す

るものです。 

 

２ 事業の内容 

⑴  実施理由 

本市の生活介護における医療的ケア者の受入れについては、吹田市立障害者支援交流セ    

ンター「あいほうぷ吹田」（以下「あいほうぷ吹田」という。）及び総合福祉会館が中心的役

割を担っています。 

医療的ケア者は今後も増加する見込みであり、民間事業者での受入れを促進する必要があ

りますが、国の報酬体系では費用を賄いきれないことなどの理由により設置が進んでいませ

ん。 

今後の医療的ケア者の増加に対応するため、新たに市内の民間事業所への補助を実施する

ものです。 

 

⑵  補助内容 

ア 補助対象 

   常勤看護職員等配置加算Ⅱ以上の届出がある吹田市内の生活介護事業所 

 

イ 補助要件 

（ア） 受入れ人数に応じた補助 

医療的ケア者を受け入れた場合、医療的ケア判定スコアに応じた単価に通所日数を乗

じた額を補助します。 

また、リハビリ及び入浴の実施についても、補助単価に支援の実施日数を乗じた額を

補助します。 

 

（イ） 受入れに必要な備品購入にかかる補助 

    医療的ケア者の受入れのため、備品及び送迎用車両を購入した場合、320万円を上限と

して補助対象経費の２分の１を補助します（通所型障害福祉サービス送迎用車両購入事

業補助金を組み換え）。 

 

  ウ 補助効果 

     今後の医療的ケア者の増加数を毎年３名程度見込んでおり、持続可能な支援体制の構

築のため、あいほうぷ吹田及び総合福祉会館だけではなく、民間事業所においても受入

れを促進します。 
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（2） 

 

３ 予算額 

歳出 17,989千円  

（款）民生費（項）社会福祉費（目）障害者福祉費 

（大事業）障害者社会参加促進事業（小事業）重度障害者支援事業  

節名称 予算額(千円) 積算及び説明等 

負担金、補助及び交付金 17,989 別紙のとおり 

 

４ 今後の予定 

   令和５年（2023 年）９月から制度を実施します。令和８年度（2026 年度）までの年限事業

とし、事業効果の検証を行った上で、必要に応じて、更なる医療的ケア者受入れ策を検討し

ます。 
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（1） 

 

議案第 75 号参考資料 

福祉部障がい福祉室 

 

障害者生活支援事業における障害福祉サービス等利用計画等普及促進事業の 

補助拡充について 

 

１ 事業の趣旨 

   障がい福祉サービスの支給決定時に必要となる「サービス等利用計画」は、原則と

して計画相談支援事業所の相談支援専門員による作成が必要ですが、全国的に相談

支援専門員が不足している現状のもと、利用者が自らサービス等利用計画を作成す

るセルフプランが認められています。本市では、こうしたセルフプランの利用者数

をできるだけ減らそうと、令和元年度（2019 年度）～令和４年度（2022 年度）にか

けて、計画相談支援事業所への補助事業を実施してきました。 

   これまでに実施した補助事業を検証した結果、事業所への補助により一定の成果を

確認できたことから、補助内容を拡充した上で、引き続き促進事業を実施すること

により、セルフプランの利用者数の更なる縮減に取り組むものです。 

 

２ 事業の内容 

これまでの補助事業では、相談支援専門員を増員した場合における「サービス等利

用計画」の新規作成に対する補助のみを実施してきましたが、本事業ではこれに加

えて、新たに吹田市内で計画相談支援事業所を開設した際の家賃補助を行います。 

   また、相談支援専門員として従事するために必要な研修費用も、補助対象として拡

充します（今年度については研修の申込期限が終了しているため予算計上はありま

せん。）。 

   なお、本事業は令和６年度（2024 年度）までの年限事業とします。 

（１） 対象 計画相談支援事業所 

（２） 内容  

ア サービス等利用計画作成補助給付 １件 50,000 円 

                  １事業所につき年間上限 400,000 円 

    イ 事業運営家賃補助 月 30,000 円以内 最大２年間 

    ウ 相談支援従事者研修補助 １人 62,000 円 
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（2） 

 

 

３ 予算額 

  歳出予算 2,900 千円 

  （款）民生費（項）社会福祉費（目）障害福祉自立支援事業費 

  （大事業）障害者福祉事業（小事業）障害者生活支援事業 

節名称 予算額(千円) 説明等 

負担金、補助及び交付金 

2,000 

サービス等利用計画作成補助給付 

（50,000 円×10 事業所×８ケース× 

１/２年） 

900 
事業運営家賃補助 

（30,000 円×５事業所×６ヵ月） 

0 
相談支援従事者研修補助 

（令和５年度は予算計上なし） 

 

４ 今後の予定 

  令和５年（2023 年）９月 障がい福祉サービス事業所へ事業の説明 

              ホームページで事業の周知 

           10 月 事業開始 
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議案第 75 号参考資料 

児童部子育て政策室 

 

私立保育所等一時預かり助成事業における助成内容の拡充について 

 

１ 事業の内容 

   保護者の断続的・短時間の就労等により、週３日以内で家庭での保育が困難な場合や、

保護者の傷病・看護等により一時的に家庭での保育ができないとき、又は、育児負担の

軽減等のため、児童福祉法に基づく一時預かり事業を行う私立の幼稚園、認定こども園、

保育所及び小規模事業保育所に助成を行っています。 

   利用ニーズが高いものの提供量が不足していることから、今回、助成対象に認可外保

育施設を追加するとともに、助成対象経費に一時預かり事業を新たに始める事業者の開

設準備経費を追加し、地域における子育て支援の充実を図るものです。 

 

２ 予算額 

 ⑴ 歳出予算 16,253 千円 

  （款）民生費（項）児童福祉費（目）児童福祉総務費 

  （大事業）子育て支援事業（小事業）私立保育所等一時預かり助成事業 

節名称 予算額(千円) 説明等 

負担金、補助及び交付金 16,253 

[運営費助成]   

2,751 千円×３箇所 

[開設準備助成]  

4,000 千円×２箇所 

 

 ⑵ 歳入予算（特定財源） 10,834 千円 

  （款）国庫支出金（項）国庫補助金（目）民生費国庫補助金 

節名称 予算額(千円) 説明等 

子ども・子育て支援交付金 5,417 補助率 １／３ 

 

（款）府支出金（項）府補助金（目）民生費府補助金 

節名称 予算額(千円) 説明等 

子ども・子育て支援交付金 5,417 補助率 １／３ 

 

３ 今後の予定 

令和５年（2023 年）８月 助成金交付要領改正 

令和５年（2023 年）９月 事前協議 

令和５年（2023 年）10 月 交付決定、取組開始 
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（1） 

議案第 75 号参考資料 

児童部子育て政策室 

 

 

子供の生活支援事業における子供の習い事費用の助成制度の創設について 

 

１ 事業の内容 

 ⑴ 実施内容 

    所得格差による学び・経験の機会の差を解消するため、スポーツ、芸術、学習等

の習い事に要する費用の助成を行うものです。 

 ⑵ 助成対象者 

    市内在住の生活保護又は児童扶養手当を受給している者のうち、小学５年生から

中学３年生までの子供（約 1,150 人）の保護者 

 ⑶ 助成額 

    子供１人あたり月額１万円（上限額） 

 ⑷ 事業実施方法 

    助成対象者に対する電子クーポンの交付 

    申請の受付、クーポン交付等の事務を事業者へ委託 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 予算額 

 ⑴ 歳出予算 26,512 千円 

  （款）民生費（項）児童福祉費（目）児童福祉総務費 

  （大事業）子供の生活支援事業（小事業）子供の生活支援事業 

節名称 予算額(千円) 説明等 

委託料 26,500 子供の習い事費用助成業務に係る委託料 

報償費 12 プロポーザル実施要領策定に係る意見聴取謝礼金 
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（2） 

 

 

 

 ⑵ 債務負担行為 

（追加） 

事項 期間 限度額 

子供の習い事費用助成業務 令和６年度～令和７年度 90,200 千円 

 

【参考】子供の習い事費用助成の実施に伴う令和 7 年度までの予算額（見込み） 

 助成額相当額 委託料 合計 

令和５年度(2023 年度)  26,500 千円 26,500 千円 

令和６年度(2024 年度) 109,920 千円 45,100 千円 155,020 千円 

令和７年度(2025 年度) 109,920 千円 45,100 千円 155,020 千円 

 

３ 今後の予定 

令和５年（2023 年）９月 受託事業者の公募開始 

10 月 受託事業者選定 

11 月 参画事業者（習い事教室）の登録募集開始 

令和６年（2024 年）２月 助成額を含む実施予算を令和６年度当初予算に計上 

４月 助成事業開始 
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（1） 

議案第 75 号参考資料 

児童部保育幼稚園室 

 

保育所等における第２子分の保育料無償化に係る保育業務システムの改修について 

 

１ 事業の内容 

本市における子育て支援及び少子化対策に資する取組として、認可保育所等におけ

る０歳～２歳児の保育料について、第２子分の無償化を実施するにあたり、令和５

年度（2023 年度）中に保育業務システムの改修を行うものです。 

なお、無償化の開始時期は、令和６年（2024 年）４月を予定しています。 

 

 (1) 現状 

認可保育所等の保育料については、令和元年（2019 年）10 月から国制度により、

３歳～５歳児については無償化されていますが、０歳～２歳については、第１子分

は全額、第２子分は半額、第３子以降分は無償となっています。 

 

(2) 無償化の内容 

   ア ０歳～２歳の第２子分の保育料を、半額から無償へ変更 

きょうだい順位 現行 変更案 

第１子 全 額 全 額 

第２子 半 額 無 償 

第３子以降 無 償 無 償 

 

 イ きょうだいカウントの対象を、保護者と生計を一にする全ての子をカウント

の対象とすることで統一 

現行 変更案 

【年収約 360 万円未満の世帯】 

保護者と生計を一にする全ての子 

 

【年収約 360 万円以上の世帯】 

小学校就学前の年齢で、認可保育所

等に在籍する子のみ 

保護者と生計を一にする全ての子 

 

(3) 対象施設 

    保育所、認定こども園、小規模保育事業所、事業所内保育事業所 
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（2） 

(4) 他自治体（大阪府内）の状況 

令和５年（2023 年）６月１日時点  

内  容 箇所数 市町村名 

第２子分の保育料を無償化 ７市町村 
堺市 豊中市 枚方市 泉佐野市 

泉南市 四條畷市 河南町 

全年齢の保育料を無償化 ２市町村 守口市 千早赤坂村 

多子軽減のカウントで所得

制限を撤廃 
２市町村 交野市 羽曳野市 

第１子分の保育料を半額 

第２子分の保育料を無償化 
１市町村 岬町 

２歳児の保育料を無償化 １市町村 八尾市 

計 13 市町村  

 

２ 予算額 

  歳出予算 20,317 千円 

  （款）民生費（項）児童福祉費（目）児童福祉総務費 

  （大事業）保育幼稚園室管理事業（小事業）保育幼稚園システム事業 

節名称 予算額(千円) 説明等 

委託料 20,317 第２子分の保育料無償化を実施するため

に必要な保育業務システムの改修に係る

費用 

 

【参考】第２子分無償化に伴う年間の影響額（見込み） 

 金額 予算科目（節） 

歳 出 218,790 千円 扶助費（※市単費で負担） 

歳 入 △360,018 千円 
保育所等自己負担金、 

幼保連携型認定こども園使用料 

計（影響額） 578,808 千円  
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（3） 

３ 経過及び今後の予定 

令和５年（2023 年）７月 保育業務システムの改修予算を計上 

８月 

令和６年度の一斉申し込み受付に合わせて市民周知 

保育業務システムの改修に係る契約を締結し、改修作業を

開始（令和６年２月まで） 

令和６年（2023 年）２月 
第２子分の保育料無償化の実施予算を令和６年度当初予算

に計上 

３月 保護者へ令和６年度分の保育料を通知 

４月 第２子分の保育料無償化を開始 
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(1) 

議案第 75 号参考資料 

地域教育部放課後子ども育成室 

 

留守家庭児童育成室運営事業における 

放課後児童支援員等処遇改善事業の実施について 

 

１ 事業の内容 

国の放課後児童支援員等処遇改善事業（月額 9,000 円相当賃金改善）を活用し、民間委

託をしている留守家庭児童育成室において、従事者の賃金改善を行った委託事業者に対し、

賃金改善相当分を支給します。 

 

⑴ 対象 

放課後児童支援員、補助員等（非常勤含む。法人役員除く。） 

⑵ 基準額 

賃金：月額9,000円 法定福利費等の事業主負担分：月額2,000円 

 

２ 予算額 

 ⑴ 歳出予算 16,940 千円 

  （款）民生費（項）児童福祉費（目）留守家庭児童育成費 

  （大事業）留守家庭児童育成事業（小事業）留守家庭児童育成室運営事業 

 

節名称 予算額(千円) 説明等 

委託料 16,940 14 か所 156 人分 

 

⑵ 歳入予算（特定財源） 11,292 千円 

  （款）国庫支出金（項）国庫補助金（目）民生費国庫補助金 

節名称 予算額(千円) 説明等 

子ども・子育て支援交付金 5,646 基本額 16,940 千円×１/３ 

 

（款）府支出金（項）府補助金（目）民生費府補助金 

節名称 予算額(千円) 説明等 

子ども・子育て支援交付金 5,646 基本額 16,940 千円×１/３ 
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(2) 

⑶ 債務負担行為 

（追加） 

事項 期間 限度額 

千里たけみ留守家庭児童育成室運営業務 令和６年度 1,584 千円 

佐井寺留守家庭児童育成室運営業務 令和６年度～令和７年度 3,432 千円 

北山田留守家庭児童育成室運営業務 令和６年度～令和７年度 3,960 千円 

藤白台留守家庭児童育成室運営業務 令和６年度～令和７年度 4,752 千円 

桃山台留守家庭児童育成室運営業務 令和６年度～令和７年度 4,752 千円 

吹六留守家庭児童育成室運営業務 令和６年度～令和８年度 4,356 千円 

山手留守家庭児童育成室運営業務 令和６年度～令和９年度 8,844 千円 

山二留守家庭児童育成室運営業務 令和６年度～令和７年度 5,148 千円 

吹二留守家庭児童育成室運営業務 令和６年度～令和７年度 14,512 千円 

千里丘北留守家庭児童育成室運営業務 令和６年度～令和９年度 12,804 千円 

※教室数の増等による追加を含む 

 

（変更） 

事項 区分 期間 限度額 

江坂大池留守家庭児童育成室

運営業務 

変更前 令和５年度～令和８年度 125,760 千円 

変更後 令和５年度～令和８年度 130,116 千円 

山 三 留 守 家 庭 児 童 育 成 室 

運営業務 

変更前 令和５年度～令和 10 年度 216,720 千円 

変更後 令和５年度～令和 10 年度 224,244 千円 

西山田留守家庭児童育成室 

運営業務 

変更前 令和５年度～令和 10 年度 216,720 千円 

変更後 令和５年度～令和 10 年度 224,244 千円 

青 山 台 留 守 家 庭 児 童 育 成 室 

運営業務 

変更前 令和５年度～令和８年度 107,320 千円 

変更後 令和５年度～令和８年度 111,016 千円 

千 二 留 守 家 庭 児 童 育 成 室 

運営業務 

変更前 令和５年度～令和８年度 246,540 千円 

変更後 令和５年度～令和８年度 254,856 千円 

東佐井寺留守家庭児童育成室 

運営業務 

変更前 令和５年度～令和 10 年度 199,920 千円 

変更後 令和５年度～令和 10 年度 206,784 千円 

 

３ 今後の予定 

令和５年（2023 年）８月 委託事業者から賃金改善計画書提出 

令和６年（2024 年）３月 委託事業者から賃金改善実績報告書提出 
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（1） 

議案第 75号参考資料 

健康医療部成人保健課 

 

健康診査事業における歯科健康診査の対象者の拡充について 

 

１ 事業の内容 

⑴  概要  

本市においては、歯周疾患の早期発見及び早期治療等を目的に 30 歳代以上の市民を対象

に、歯科健康診査を実施しています。 

歯を失う主な原因となる歯周病については、10 代後半からり患し、30 歳代には進行した 

歯周病に約４割の方が移行している状況を踏まえ、公的な歯科健康診査を受ける機会のない

若い世代も対象とした生涯を通じて切れ目のない歯科健診体制を構築し、歯と口腔の健康 

づくりを推進するものです。 

⑵  拡充の対象 

15～29歳の市民 

ただし、学校保健安全法に基づく歯科健診を受ける機会のある市民を除く。 

⑶ 受診見込み数 

 約 2,200人（下記ア、イの対象者のうち受診率を５％と見込む） 

ア 19～29歳  43,818人：令和５年（2023年）３月末人口 

イ 15～18歳※   182人：令和５年（2023年）３月末人口 13,987人×非進学率 1.3％ 

              ※就職などで歯科健診を受ける機会のない市民 

⑷ 周知方法 

ア 19～29歳の市民に個別通知（圧着ハガキ） 

イ ポスター・チラシ、市報・ホームページ等 

   

２ 拡充開始時期 

  令和５年（2023年）10月 

 

３ 予算額 

⑴  歳出予算 14,272千円 

   （款）衛生費 （項）保健衛生費 （目）保健事業費 

   （大事業）成人保健事業（小事業）健康診査事業 

節名称 予算額(千円) 説明等 

需用費 159 受診票等各帳票、啓発用媒体 

委託料 14,113 圧着ハガキ、健診業務、パンチデータ作成業務 
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（2） 

⑵  歳入予算 2,097千円 

（款）国庫支出金 （項）国庫補助金 （目）衛生費国庫補助金 

節名称 予算額(千円) 説明等 

都道府県等口腔保健推進事業費補助金 2,097 口腔保健推進事業補助費 

（国補助金：補助率１/２） 

 

４ 今後の予定 

令和５年（2023年）８月 帳票、啓発ポスターやチラシ等の作成 

９月 協力歯科医療機関向け説明会（市歯科医師会主催） 

個別案内ハガキ郵送開始 

啓発ポスター、チラシ配架 

10月 拡充の開始 
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（1） 

議案第 75号参考資料 

健康医療部成人保健課 

 

保健推進事業におけるがん患者のためのアピアランスケア助成制度について 

 

１ 事業の内容 

⑴  概要  

がん医療の進歩により、がんになっても就労・就学している方が増えています。 

治療による脱毛や手術後の外見の変化等による心理・社会的な苦痛は大きく、がんになっ

ても自分らしく生きることができるよう支援することが必要です。 

本事業は、がん治療による外見変化を補完する補整具の購入費用を助成することにより、

がん患者の心理的負担の軽減を図り、社会参加を促進して生活の質の向上を目指すものです。 

⑵  対象者（下記のア、イ、ウ全てに該当する者） 

ア 申請日、かつ対象補整具の購入日に本市に住民票を有する者 

イ がんと診断され、その治療を受けた又は現在受けている者 

ウ 過去に本市において同種の補整具の助成を受けていない者 

⑶ 助成内容 

  令和５年（2023年）４月１日以降の購入費用を助成対象とし、上限金額内で購入費用の

一部又は全額を助成します。 

※ ア、イはそれぞれ１回限りの申請とします。 

ア ウィッグ、毛付き帽子、医療用帽子(装着時の保護ネットを含む) 

   上限 30,000円、1人 1台に限る 

イ 補整下着等（Ａ又はＢのいずれか） 

Ａ 補整下着ほか(補整下着、乳房パッド、入浴時カバー類、採尿バックカバーなど) 

   上限 10,000円、上限金額内であれば個数制限なし 

Ｂ 人工乳房 

     上限 50,000円、1人 1台に限る 

 

２ 事業開始時期 令和５年（2023年）10月 

 

３ 予算額 

   歳出予算 5,257千円 

  （款）衛生費 （項）保健衛生費 （目）保健事業費 

  （大事業）保健推進事業（小事業）保健推進事業 

節名称 予算額(千円) 説明等 

需用費 107 制度周知用チラシ等経費 印刷製本費 

負担金、補助及び交付金 5,150 アピアランスケア助成金 
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（2） 

４ 今後の予定 

令和５年（2023年）８月 実施要領の制定 

助成制度の周知用チラシなどの発注 

９月 制度に関する周知の開始 

医療機関への周知等 

10月 申請の受付開始 
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議案第７５号参考資料 

学校教育部教育未来創生室 

 

ＩＣＴを用いた健康観察による児童・生徒支援体制の構築について 

 

１ 事業の内容 

   文部科学省委託事業「令和４年度いじめ対策・不登校支援等推進事業」を受託し、

令和４年（2022 年）９月から小・中学校５校を対象として、ＩＣＴを用いた健康観

察の活用によるいじめや不登校等の未然防止を目的とした調査研究を進めてきまし

た。 

調査研究の結果、新規不登校発生率の抑制等の効果を確認できたため、ＩＣＴを用

いた健康観察を全小・中学校（54 校）に導入し、いじめや不登校等の未然防止、早

期発見及び早期対応ができる環境の充実を図るものです。 

 

２ 予算額 

   歳出予算 6,600 千円 

 （款）教育費（項）教育総務費（目）教育指導費 

 （大事業）学校教育支援事業（小事業）学校教育支援事業 

節名称 予算額(千円) 説明等 

使用料及び賃借料 6,600 健康観察アプリケーション使用料 

 

３ 経過及び今後の予定 

令和４年(2022 年)９月 モデル校５校で試行実施を開始 

令和５年(2023 年)７月 31 日 試行実施を終了 

８月中旬 契約締結 

８月 25 日 モデル校５校でＩＣＴを用いた健康観察を先行開始 

（継続実施） 

11 月１日 全小・中学校(54 校)でＩＣＴを用いた健康観察を開始 
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(1) 

議案第 75 号参考資料 

地域教育部放課後子ども育成室 

 

留守家庭児童育成室運営事業における 

放課後キッズスクエア運営業務の拡充について 

 

１ 事業の内容  

   放課後キッズスクエアは、現在、留守家庭児童育成室（以下「育成室」という。）

の待機児童のみを対象に学校内の教室やグラウンド等を活用して放課後の居場所を

提供しています。 

来年度は、学校長期休業期間中のみの利用や見守りを主とする利用ニーズにも対応

できるよう多面的に放課後の居場所を提供し、保護者が安心して就労等できる環境

の確保を図ります。 

 

 ⑴ 実施期間 

    令和６年(2024年)４月１日から令和７年(2025年)３月 31 日まで 

⑵ 実施手法 

    業務委託による実施 

 ⑶ 拡充内容等 

 

２ 予算額 

  債務負担行為 

（追加） 

事項 期間 限度額 

放課後キッズスクエア運営業務 令和５年度～令和６年度 143,893 千円 

 現行 変更後（令和６年度以降） 

① 対象者 待機児童となった4

年生 

入室申請基準を満たす4年生 

ただし、各校における放課後の教室確保状況に

より３年生も対象 

② 対象校 待機児童が発生し

ている10か所 

令和6年度に待機児童が発生する可能性があ

る17か所 

③ 申請方法等 2月に待機が確定し

てから申請可 

9月の一斉受付期間から、育成室と放課後キッ

ズスクエアを選択申請可（通年） 

④ 保護者負担 年額５００円 

（保険料） 

月額1,000円 

⑤ 管理体制 ・事業責任者１名 

・スタッフ各校２名 

・事業責任者１名 

・スタッフ各校２名 

ただし、児童数が41名以上の場合は４名 
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(2) 

 

３ 今後の予定 

令和５年(2023年)８月 事業者公募 

９月 
業務委託契約締結 

育成室及び放課後キッズスクエア入室申請開始 

令和６年(2024年)３月 利用説明会 

４月 運営業務開始 
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（1） 

議案第 75 号参考資料 

総 務 部 危 機 管 理 室 

児童部保育幼稚園室 

 

岸部中（北）住宅跡地複合施設整備工事設計業務について 

 

１ 事業の内容 

 ⑴ 整備概要 

    岸部地域における児童数の減少や施設の老朽化など課題のある市立ことぶき保育

園及び市立認定こども園岸部第一幼稚園を統合した新たなこども園と、片山・岸部

地域における恒久的な施設の整備を目指していた防災用備蓄倉庫について、市営岸

部中（北）住宅跡地の一部を有効活用し、複合施設として整備するものです。 

本定例会においては、工事設計業務に係る予算を提案するものです。 

 

 ⑵ 整備予定地及び想定施設規模 

    予定地   吹田市岸部中２丁目８番（次頁位置図参照） 

    建物構造  鉄筋コンクリート造 地上２階 

    延床面積  約 2,200 ㎡（認定こども園：約 1,900 ㎡、備蓄倉庫：約 300 ㎡） 

    定員    （認定こども園）120 名～140 名程度 

    備蓄量   （備蓄倉庫）片山・岸部地域の避難者数 8,452 人分 

    諸室    （認定こども園）保育室、遊戯室、職員室、調理室、子育て支援室、 

一時預かり室等 

          （備蓄倉庫）備蓄スペース、作業機能スペース、 

要員調整機能スペース等 

 

２ 予算額 

債務負担行為 

（追加） 

事項 期間 限度額 

岸部中(北)住宅跡地複合施設 

整備工事設計業務 
令和５年度～令和６年度 55,845 千円 
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（2） 

３ 今後の予定 

令和５年（2023 年）９月 複合施設整備工事設計業務（令和７年１月まで） 

令和７年（2025 年）３月 既存建物解体工事完了【住宅政策室所管】 

７月 複合施設整備工事（令和８年 10 月まで） 

令和８年（2026 年）６月 市立ことぶき保育園解体工事設計業務（令和９年１月

まで） 

令和９年（2027 年）４月 複合施設供用開始 

６月 市立ことぶき保育園解体工事（令和 10 年３月まで） 

※ 市立ことぶき保育園跡については、庁内でニーズ調査を実施し、行政目的での活用

意向がなければ、園舎を解体し、土地を売却していく予定です。 

 

【位置図】 
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（1） 

議案第７５号参考資料 

学校教育部保健給食室 

 

小学校給食事業における給食調理室等改修工事について 

 

１ 事業の内容 

吹田市立古江台小学校については、児童数の増加に伴う喫食数増に対応するため、

厨房機器の増設等が必要となります。しかし、現在の給食調理室では、狭隘のため、

新たな厨房機器を配置することが困難であることから、洗浄室を増設するとともに、

給食調理室の改修を行うものです。 

 

２ 予算額 

 債務負担行為 

  （追加） 

事項 期間 限度額 

工事設計・耐震診断委託料 令和５年度～令和６年度 16,500 千円 

 

３ 今後の予定 

令和５年（2023 年）９月 一般競争入札（工事設計・耐震診断委託契約） 

令和５年（2023 年）１０月 業者決定・契約締結 

令和６年（2024 年）１０月 実施設計・耐震診断委託完了 

令和６年（2024 年）１２月 一般競争入札（改修工事） 

令和７年（2025 年）１月 業者決定・契約締結 

令和７年（2025 年）２月 工事着手 

令和７年（2025 年）９月 工事完了 
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(1) 

議案第 76、77 号参考資料 

健康医療部国民健康保険課 

 

国民健康保険総務事業及び後期高齢者医療総務事業における業務一部委託について 

 

１ 事業の内容 

申請の受付や郵便発送等の定型的な業務の一部を委託するものです。民間事業者の  

リソース・知見を活用することで業務の効率化・標準化を推進するとともに、市職員が  

非定型かつ複雑な業務に集中することができる職場環境の構築を図り、よりきめ細やかな

市民サービスの実現を目指すものです。 

 

２ 予算額 

 ⑴ 歳出予算 8,752千円 （国民健康保険特別会計） 

（款）総務費（項）総務管理費（目）一般管理費 

（大事業）国民健康保険事業（小事業）国民健康保険総務事業 

節名称 予算額(千円) 積算及び説明等 

報償費 12 プロポーザル実施要領意見聴取謝礼 

委託料 8,740 国民健康保険業務一部委託料 

（令和５年度（2023 年度）分） 

 

  歳出予算 7,058 千円 （後期高齢者医療特別会計） 

（款）総務費（項）総務管理費（目）一般管理費 

（大事業）後期高齢者医療事業（小事業）後期高齢者医療総務事業 

節名称 予算額(千円) 積算及び説明等 

委託料 7,058 後期高齢者医療業務一部委託料 

（令和５年度（2023 年度）分） 

 

⑵ 歳入予算（特定財源） 8,752 千円（国民健康保険特別会計） 

（款）繰入金（項）一般会計繰入金（目）一般会計繰入金 

節名称 予算額(千円) 積算及び説明等 

一般会計繰入金 8,752 - 

 

歳入予算（特定財源） 7,058 千円（後期高齢者医療特別会計） 

（款）繰入金（項）一般会計繰入金（目）一般会計繰入金 

節名称 予算額(千円) 積算及び説明等 

一般会計繰入金 7,058 - 
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(2) 

⑶ 債務負担行為 

（追加）（国民健康保険特別会計） 

事項 期間 限度額 

国民健康保険業務一部委託 令和６年度（2024 年度）～

令和 11 年度（2029 年度） 
798,566 千円 

 

（追加）（後期高齢者医療特別会計） 

事項 期間 限度額 

後期高齢者医療業務一部委託 令和６年度（2024 年度）～

令和 11 年度（2029 年度） 
644,987 千円 

 

３ 経過及び今後の予定 

令和６年（2024 年）２月 事業者選定及び契約締結 

令和６年（2024 年）９月 業務委託開始 
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